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平成２７年度第２０回庁議提案  審議・報告・その他 

                   提 出 日：平成２８年１月２５日 

                   担当部・課：産業部商工課〔内線３５２２〕 

                         総務部管財課〔内線４０８８〕 

① 件  名 

中心市街地における土地貸付料の軽減について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

 

【背景】 

  震災の影響により、中心市街地の商業機能が著しく落ち込み、人口減少や街中の機能低下が進む

中、水辺と親しめる空間づくりや安全で安心して歩き、暮らすことのできる、コンパクトなまちづ

くりが求められていることから、商業や観光業の振興による中心市街地の活性化が急務となってい

る。 

 

【目的】 

  特定民間中心市街地経済活力向上事業計画の認定を受けた事業について、当該認定を受けた事業

者が、中心市街地内の市有地を借地して事業を実施し、中心市街地の活性化に資する場合に、土地

貸付料の軽減措置を行うもの。 

 

 

③根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

 

【根拠法令】 

(ア) 中心市街地の活性化に関する法律 

(イ) 石巻市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例 

(ウ) 石巻市公有財産規則 

  

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 

  第３章 地域資源を活かして元気産業を創造するまち 

   第７節 年間を通して観光客が訪れることによりにぎわいを創出する 

 

【石巻市震災復興基本計画】 

  施策大綱４ 自然への畏敬の念を持ち、自然とともに生きる 

   大区分３  川とともに生きる （１）中心市街地商店街の復旧・復興 

  重点プロジェクト ３ まちなか再生プロジェクト 

 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 

中心市街地の活性化に関する法律が平成２６年２月に改正施行され、中心市街地への来訪者や就業

者、小売業の売上高を相当程度増加させるなどの効果が高い民間プロジェクト(特定民間中心市街地経

済活力向上事業)に絞って、経済産業大臣が認定する制度が新たに創設された。 

「認定に伴う国の支援策」 

・認定された民間事業者を直接支援する補助金の交付 

・建物等の取得に対する割増償却制度及び登録免許税の税制優遇措置 

・施設整備者及び店子に対する低利融資の拡充 

 

今後、市内の民間プロジェクトが国からの認定を受け事業化された場合には、中心市街地の活性化

を強力に推進するため、市としても支援策を講じる必要がある。 
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⑤ 主な内容 

 

◆中心市街地内市有地の貸付料率の減免 

・対 象 中心市街地において、特定民間中心市街地経済活力向上事業計画の経済産業大臣認定を

受けた事業者が、当該認定事業を実施する場合 

・減免期間  １０年 

・減免内容  貸付料率を年６．５％から年１．４％に軽減する 

 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

 

「効果」 

公有財産貸付料の軽減により、特定民間中心市街地経済活力向上事業計画の経済産業大臣認定を受

けた事業者の良好な資金計画及び安定経営が図られる。 

 

「影響」 

 公有財産貸付料軽減による事業者負担額への影響試算 

 （例）１㎡当たりの評価額２０，０００円の土地を２，０００㎡貸し付けた場合  

軽減前：年６．５％ 年額２，６００千円 

軽減後：年１．４％ 年額  ５６０千円  軽減額：２，０４０千円 

 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

 

・平成２８年２月  平成２８年第１回市議会定例会へ「石巻市財産の交換、譲与、無償貸付等に 

関する条例の一部改正」提案（平成２８年４月１日施行予定） 

 

⑨ その他 

 

石巻市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例（参考） 

（普通財産の無償貸付又は減額貸付） 

第４条 普通財産は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを無償又は時価よりも低い価額で

貸し付けることができる。 

(3) 防災のための集団移転促進事業に係る国の財政上の特別措置等に関する法律（昭和 47 年法律第

132 号）に基づき、集団移転促進事業の用に供するために市が整備した住宅団地内の宅地を、当該宅

地に住宅を建築しようとする者に対して貸し付けるとき。 

(4) 東日本大震災に伴う石巻市災害危険区域の指定及び建築制限に関する条例（平成 23 年石巻市条

例第 41 号）第２条の規定により指定した災害危険区域内に所在する土地を利用しようとする者に対し

て貸し付けるとき 

 

附則 

（普通財産の貸付けの特例） 

３ 普通財産である土地は、石巻市企業立地促進条例（平成１７年石巻市条例２３７号）に規定する

指定企業者に対して貸し付けるときは、平成 26 年４月１日から平成 36 年３月 31 日までの間に限り、

第４条の規定にかかわらず、これを無償貸付又は減額貸付することができる。 

 

 


